


































































































































































ILO は 2002 年協同組合振興勧告（第 193 号）




























































































































1 1996 ポルトガル協同組合法 ●全文採用（第 3 条） ● △ ● ● 無議決権投資証券




（原則の明記なし） 　 　 　 　 　










● △ △ ● 非組合員の資本所有




















●全文採用（第 6 条） ● △ △ ● （規定なし）





の 8 原則）第 7 条）
● ● 　 ● 投資出資金
14 同 モンゴル協同組合法 （原則の明記なし） ● 　 　 ● 　
15 同 ガイアナ協同組合法 協同組合原則の文言のみ ● 　 　 ● 　
16 同 ザンビア協同組合法 原則の規定なし） 　 　 　 　 　
17 同 マラウイ協同組合法
独自の 6 原則第 2 条）、協同組合
の定義 ICA に近似（但し aspira-
tion なし）
　 　 　 ● 　
18 同 サンタルシア協同組合法




● 　 △ ● 　










● ● ● 投資出資金















投 資 出 資 金 可。　　
（住宅協同組合は不可
（ 第 173 条 ）、 コ ミ ュ
ニティサービス協同




25 2000 ベリーズ協同組合法 協同組合原則の文言のみ ● 　 　 ● 　
26 2001 マルタ協同組合法 ●全文採用（第 21 条） ● ● △ ● 　
27 同 ブータン協同組合法 ●全文採用（第 4 条） 　 ● △ ● 　
28 同 ベネズエラ協同組合法 ◎ 7 原則の見出し（第 4 条） ● ● △ ● 　
29 同 フランス協同組合法 協同組合原則の文言のみ ● 　 　 ● 無議決投資証券
30 同 フィンランド協同組合法（原則の明記なし） 　 　 　 ● 投資出資金
31 同 メキシコ一般協同組合法




● 　 ● 　
32 同 ジンバブエ協同組合法








国際協同組合原則の文言のみ前文） ● 　 　 ● 　



















△ 5 原則として主要 7 原則の見出
し（第 2 条）、協同組合の定義：
ICA 声明を採用（第 1 条）







ICA 声明と同様（第 6 条）




◎ 第 1 ス ケ ジ ュ ー ル：1995 年
ICA 原則ほぼ全文（ただしだ 3 原
則の不分割の文言なし）




独自の 10 原則・第 8 原則：協同
組合間協同、第 9 原則：人間的連
帯、第 10 原則：社会的利益
△ ● △ ● 　















● ● △ 　 　
45 同 ベトナム協同組合法
△一部相違（第 6、第 7 原則採用）
協同とコミュニティ発展・協同組
合間協同第 5 条）




◎ 第 1 ス ケ ジ ュ ー ル：1995 年
ICA 原則ほぼ全文（ただしだ 3 原
則の不分割の文言なし）
● △ △ △ 　
47 同 スーダン協同組合法 独自の 5 つの協同組合原則 ● 　 　 ● 　
48 同 ヨーロッパ協同組合法
独自の 7 原則（前文）第 7 原則：
公平無私の分配原則
● 　 　 ●
投資（非利用者）証
券可
49 2004 東ティモール協同組合法 ●全文採用（第 3 条） ● △ △ ● 　




独自の 10 原則・第 6 条：自治と
独立、第 8 条：協同組合間協同、
第 9 条連帯と協同





　 ● △ ● 　
53 2005 南アフリカ協同組合法
▲ ICA 原則準拠の文言、6 原則（第
1 条）
● ● △ ● 　








1966 原則に近い独自の 6 原則・
第 6 原則（ⅶ）協同組合間協同










◎ 1995 年 ICA 原則ほぼ全文（た
だしだ 3 原則の共同財産・不分割
の文言なし）（第 7 条）
△ △ △ △ 　
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59 同 ドイツ協同組合法 （原則の明記なし） ● 　 　 ● 投資家組合員





● △ △ ● 非組合員の資本所有




◎ 第 1 ス ケ ジ ュ ー ル：1995 年
ICA 原則ほぼ全文（ただしだ 3 原
則の不分割の文言なし）
△ △ △ △ 　
64 同 ノルウェー協同組合法 （原則の明記なし） ● 　 　 ● 　









△一部相違：第 6 原則、第 7 原則
あり（第 4 条）
△ △ △ ● 優先出資金




◎ 7 原則の見出し（第 7 条） ● △ △ ● 　














◎ 7 原則の見出し（第 4 条）、協
同組合定義ほぼ同（第 3 条）




△一部相違：9 原則として第 7 原
則等採用（第 3 条）
● ● △ ● 　










● ● ● 優先出資金
78 2011 ドミニカ国協同組合法
△一部相違：9 原則として第 7 原
則等採用（第 3 条）
● ● △ ● 　
79 同 グレナダ協同組合法
△一部相違：9 原則として第 7 原
則等採用（第 3 条）




△一部相違：9 原則として第 7 原
則等採用（第 3 条）

















△一部相違：9 原則として第 7 原
則等採用（第 3 条）




（原則の明記なし） 　 　 　 　 　

































































● ● ● （規定なし）














● ● なし （規定なし）
合計 93 件 65ヵ国・地域）













home?p_lang=en（2013 年 10 月 26 日アクセス）、② FAOLEX：http://faolex.fao.org/faolex/index.htm（2013 年 10 月 26日




































































































て 1995 年 ICA 原則を基準とする例が比較的多
くを占めていることがわかる。












（ICA アメリカ立案）の 12 の国・州に及ぶ。
ICA 原則に準拠することが明記されているの
は、スペインと南アフリカ２ヵ国である。その














1 1996 ポルトガル協同組合法 ● 全文採用（第 3 条）




● 全文採用（第 6 条）


















● 全文採用（第 6 条）
12 1998 エチオピア協同組合法 ● 全文採用（第 5 条）
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－ 101 －
13 同 カナダ連邦協同組合法 △
一部相違：第 7 原則：剰余金処分：コミュニティ福祉・協同組合事業の普及、協同組















26 2001 マルタ協同組合法 ● 全文採用（第 21 条）
27 同 ブータン協同組合法 ● 全文採用（第 4 条）




















5 原則として 7 原則の見出し（第 5 条）：協同組合間協同とコミュニティ貢献、協同











● 全文採用（第 8 条）
44 2003 タンザニア協同組合法 ◎ 7 原則の見出し（詳細規定）、△一部相違（不分割なし）（第 4 条）





第 1 スケジュール：1995 年 ICA 原則ほぼ全文（ただしだ 3 原則の不分割の
文言なし）
49 2004 東ティモール協同組合法 ● 全文採用（第 3 条）
50 同 ケニア協同組合法 ◎ 7 原則の見出し（第 4 条）
53 2005 南アフリカ協同組合法 ▲ ICA 原則準拠の文言、6 原則（第 1 条）














● 全文採用（第 6 条）










△ 一部相違：第 6 原則、第 7 原則あり（第 4 条）













△ 一部相違：9 原則として第 7 原則等採用（第 3 条）























































78 2011 ドミニカ国協同組合法 △ 一部相違：9 原則として第 7 原則等採用（第 3 条）




△ 一部相違：9 原則として第 7 原則等採用（第 3 条）





































































































7 1997 パナマ協同組合法 ● コミュニティ協同組合（第 23 条）
















26 2001 マルタ協同組合法 ● コミュニティ利益（第 111 条）
27 同 ブータン協同組合法 ●
組合員とコミュニティの利益目的（第 3、8 条）、準備金積立金のコミュニティへの配
分（第 25 条）





















● 剰余金の運用：コミュニティの発展（第 49 条）
44 2003 タンザニア協同組合法 ● コミュニティ・福祉目的（第 7 条）
45 同 ベトナム協同組合法 ● 共同財産（福利、コミュニティ発展）・不分割積立金（第 35，36 条）
52 2004 チリ一般協同組合法 ● コミュニティサービス・コミュニティ開発（第 68、69、70、73、75、83 条）






たは協同組合組織への残余財産処分（第 106 条、416 条）
60 2006 中国農業専業合作社法 ● 少数民族地域、辺境地域及び貧困地域の優先的国家支援（第 50 条）
62 2007 マレーシア協同組合法 ● 組合員とコミュニティの福利目的に配分（第 57 条）
65 同 モルディブ協同組合法 ● コミュニティ目的（第 6、7 条）
66 同
アメリカ・ユニフォーム
有 限 協 同 組 合 法
（ULCAA）
● コミュニティ利益（第 820、1004 項）




● コミュニティ目的（第 128 条）




● 剰余金分配：コミュニティ福祉（第 1 条）
78 2011 ドミニカ国協同組合法 ● コミュニティ目的（第 128 条）








● コミュニティ発展（第 3、135、136 条）
82 同 スペイン社会的経済法 ● コミュニティ目的（第 4 条）








































た。1920 年代の ICA 大会の中心テーマは協同
組合間協同であり、1921 年 ICA 第 10 回バー
ゼル大会ではトーマ報告として協同組合と労働
組合の関係が検討され、1924 年 ICA 第 11 回
ゲント大会では同じくトーマ報告として協同組
















































































































条 ）（173 Special provisions on dissolution or 
winding up of a housing cooperative： ⑺ A 
housing cooperative to which this section ap-




（178.1  ⑴ An association is a community ser-
vice cooperative if （b）the association’s memo-
randum does not authorize the issuance of in-
経営情報学論集　第 20 号　2014.2
－ 107 －
vestment shares, ⑶A community service 
cooperative must not alter its memorandum 
to （b）authorize the issuance of investment 
shares, ⑺A community service cooperative 











































投資出資金可（第 48～65 条）（住宅協同組合は不可（第 173 条）、コミュニティサービス協
同組合（慈善・健康・社会・教育・その他コミュニティサービス）は不可（第 178 条））
29 2001 フランス協同組合法 無議決投資証券可（第 2 －Ⅳ章）



















































































































































機構『社会運動』第 375 号、2011 年６月。
